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※金額については、表示単位未満を四捨五入して端数調整をしていないものが

あるため、合計等と一致しない場合があります。 
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１．令和６年度決算のポイント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実質収支とは 形式収支（歳入決算額から歳出決算額を単純に差し引いた額）から、翌年

度に繰り越す事業に充てるための財源を差し引いたもので、当該年度に属す

べき収入と支出の差を示しています。 

その金額の１／２以上は財政調整基金に積み立てるか、または地方債の繰

上げ償還を行うことになっており、残りは前年度繰越金として翌年度の歳入

となります。 

一般会計決算の状況

令和６年度① 令和５年度② 増減①-② 増減比

歳 入 決 算 額 Ａ 337億8,766万円 332億8,194万円 5億572万円 1.5%

歳 出 決 算 額 Ｂ 331億9,979万円 326億7,718万円 5億2,261万円 1.6%

形 式 収 支 Ｃ＝Ａ-Ｂ 5億8,787万円 6億476万円 ▲1,689万円

繰 越 財 源 Ｄ 1億4,761万円 1億2,281万円 2,480万円

実 質 収 支 Ｅ＝Ｃ-Ｄ 4億4,026万円 4億8,195万円 ▲4,169万円

歳入決算額

337億8,766万円

歳出決算額

331億9,979万円

335億円 340億円

4億9,302万円

12億4,399万円

8億3,400万円

4億8,195万円 4億4,026万円
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一般会計決算の状況

実質収支（黒字額）の推移

翌年度繰越財源 1億4,761万円

325億円 330億円

実質収支

4億4,026万円

形式収支

5億8,787万円

実質収支 ４億４，０２６万円（前年度比４，１６９万円減） 

令和６年度一般会計の決算規模は、歳入が 337億８，７６６万円で前年度比５億５７２万円

（１．５％）の増、歳出は３３１億９，９７９万円で前年度比５億２，２６１万円（１．６％）の

増となり、翌年度への繰越財源を差し引いた実質収支は４億４，０２６万円となりました。 

また、普通会計における実質単年度収支は▲１億９，１３３万円の赤字となりました。 
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4,094,442
4,376,220

2,907,652
2,641,909 3,869,466

38,630,923
38,568,858

37,091,229
35,370,554 34,844,844
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市債発行額 市債残高
（単位：千円）

（市債残高）（市債発行額）

市債発行額及び市債残高の推移

【一般会計市債残高（純計処理前数値）】 (単位：千円)

一般会計

会　　　計
令和５年度末
残　高（Ａ）

令和６年度
発　行　額

35,370,554 3,869,466

令和６年度
元金償還額

令和６年度末
残　高（B）

4,395,176 34,844,844

増　　減
（B）－（Ａ）

▲525,710

《市債》 市債の現在高は前年度より 5 億２，５７１万円の減少  

令和６年度の一般会計の市債発行額は、中学校施設整備事業が４，６２０万円減額等の一方で、小

学校施設整備事業の３億３，５６０万円の増額や、ごみ処理施設整備事業の３億８，２４０万円の増

額などにより、前年度比１２億２，７５６万円増の３８億６，９４６万円となりました。 

また、実質公債費比率は、新焼却施設整備事業や西城保育所改修等に係る過疎対策事業債の元金償

還開始などにより、前年度から０．１ポイント上昇し１１．5％となりました。 
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（１）歳入決算の概要 

令和６年度の一般会計歳入決算額は、３３７億８，７６６万円（対前年度１．５％）となりま

した。主な歳入の増減は以下のとおりです。 

２．歳入決算の概要 

① 市 税 ： 個人市民税は定額減税の影響等により１１億３，６０３万円（１億３，０２２

万円減）となったものの、法人市民税は２億１，７５６万円（９８８万円増）

となり、市民税全体で１３億５，３５９万円（１億２，０３４万円減）となっ

た。一方で、固定資産税は、土地、家屋の評価替えに伴う減収などにより１９

億５，７４１万円（５，３７８万円減）、市たばこ税は２億１，９１２万円

（６０４万円減）となり、市税全体では前年度比１億７，９５５万円（▲ 

４．６％）減の３７億７２０万円。 

② 各種交付金 ： 地方消費税交付金８億８，５８９万円（４，６２８万円増）、法人事業税交付

金１億１９８万円（１，８０２万円増）などにより、前年度比９，４２２万円

（９．０％）増の１１億４，３８８万円。 

③ 地方特例交付金： 定額減税減収補てん特例交付金１億２，４３２万円の皆増などにより、前年度

比１億２，３７４万円（４８０．９％）増の１億４，９４７万円。 

④ 地方交付税 ： 公債費分の算入額の増などに加え、国の補正予算に伴う臨時経済対策費や給与改

定費などの追加交付により、普通交付税が１２６億２，４６４万円（２億

３，３８８万円増）となった。また、特別交付税は、除雪経費の増などにより２１

億９，０９１万円（２億３，６７８万円増）となり、地方交付税全体では前年度

比４億７，０６６万円（３．３％）増の１４８億１，５５５万円。 

⑤ 国庫支出金 ： 道路除雪事業費補助金１億２，１００万円（皆増）などの増額があったものの、

過年発生公共災害復旧費負担金１０億３，９１５万円（３億７，６７２万円減）、

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金３億７９３万円の皆減など

により、前年度比３億６，０８７万円（▲７．９％）減の４２億１，２２８万円。 

⑥ 県 支 出 金 ： 過年農業用施設災害復旧事業補助金４億６，７００万円（５億８，８５８万円減）、

現年農業用施設災害復旧事業補助金４００万円（２億５，６１７万円減）などに

より、前年度比１１億６，９２７万円（▲２９．４％）減の２８億４２６万円。 

⑦ 繰 入 金 ： 財政調整基金の取崩４億円（２億円増）、地域振興基金の取崩７，６８６万円

の皆増などにより、前年度比３億４，３３６万円（５４．２％）増の９億  

７，６９８万円。 

⑧ 諸 収 入 ： デジタル基盤改革支援補助金１億４９１万円の皆増などにより、前年度比

１，１６１万円（２．７％）増の４億４，８８４万円。 

⑨ 市 債 ： ごみ処理施設整備事業４億３，２８０万円（３億８，２４０万円増）、地域振興基

金３億３，９３０万円の皆増などにより、１２億２，７５６万円（４６．５％）

増の３８億６，９４７万円。 

⑩ そ の 他 ： 前年度繰越金２億３，１９４万円（１億８，２０６万円減）などにより、前年

度比９，８４１万円（▲９．０％）減の９億９，８７８万円。 
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歳入決算額の前年度対比 (単位：千円、％)

3.3

▲ 36.2

▲ 9.1 1,227,557

33.9

▲ 10,295

343,361

11,606

▲ 19.5

54.2

437,233

52,885

633,619

2.7

▲ 9.0 1,097,188

合　　　　計 33,787,657 1.5 33,281,938 ▲ 3.1 505,719

財 産 収 入

繰 入 金

諸 収 入

42,590

976,980

448,839

対前年度 対前年度

1.2 ▲ 179,546

国 庫 支 出 金 4,212,282 ▲ 7.9 4,573,149

県 支 出 金 2,804,264 ▲ 29.4 3,973,535

480.9地 方 特 例 交 付 金 149,471

地 方 譲 与 税

市 税

歳　入　項　目

1,143,877

令和６年度
決算額　　Ａ

各 種 交 付 金 9.0

618,361 9.4

25,731

94,224

35.0 123,740

1,049,653 2.7

▲ 12.1 ▲ 360,867

13.3 ▲ 1,169,271

▲ 0.7 470,659

※各種交付金とは、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、法人事業税交付金、地方消費税交付金、ゴルフ
場利用税交付金、自動車税環境性能割交付金、交通安全対策特別交付金をいいます。

▲ 25.7

地 方 交 付 税 14,815,549

※その他とは、分担金及び負担金、使用料及び手数料、寄附金、繰越金をいいます。

▲ 98,408

市 債 3,869,466 46.5 2,641,909

そ の 他 998,780

565,402 0.7 52,959

3,707,198 ▲ 4.6 3,886,744

令和５年度
決算額　　Ｂ

差　　引
Ａ-Ｂ

3.3 14,344,890

市税 11.0%
地方譲与税 1.8%

各種交付金 3.4%

地方特例交付金 0.1%

地方交付税 43.8%国庫支出金 12.5%

県支出金 8.3%

財産収入 0.1%

繰入金 2.9%

諸収入 1.3%

市債 11.5%
その他 3.0%

市税 地方譲与税 各種交付金 地方特例交付金 地方交付税 国庫支出金

県支出金 財産収入 繰入金 諸収入 市債 その他

令和２年度歳入決算額の構成比

市税 11.0%
地方譲与税 1.8%

各種交付金 3.4%

地方特例交付金 0.4%

地方交付税 43.8%国庫支出金 12.5%

県支出金 8.3%

財産収入 0.1%

繰入金 2.9%

諸収入 1.3%

市債 11.5%
その他 3.0%

市税 地方譲与税 各種交付金 地方特例交付金 地方交付税 国庫支出金

県支出金 財産収入 繰入金 諸収入 市債 その他

令和６年度歳入決算額の構成比
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（２）市税について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市税決算額の前年度対比 (単位：千円、％)

1.2

13,364

▲ 2.7

▲ 88入 湯 税 24.1

鉱 産 税

13,276 ▲ 0.7

▲ 179,546▲ 4.6 3,886,744

10

市 た ば こ 税 225,154

400

219,115

2.6 390

163,413

2,011,185

162,724

法 人 分

▲ 2.71,957,408

▲ 0.9

▲ 120,341

▲ 130,222

217,555

1,353,586

4.8

1.9

差　　引
Ａ-Ｂ対前年度

▲ 53,777

9,881

689

4.5207,674

2.2

0.7 ▲ 6,039

1,266,253

1,473,927

令和５年度
決算額　　Ｂ

個 人 分

軽 自 動 車 税

市 民 税 ▲ 0.2

固 定 資 産 税

0.4

合　　　　計 3,707,198

▲ 2.7

市　税　項　目
対前年度

▲ 8.2

▲ 10.3

令和６年度
決算額　　Ａ

1,136,031

3,789,813 
3,795,981 

3,838,897 
3,886,744 

3,707,198 

88.7 88.9 89.4 89.0 87.7

40.0

50.0
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70.0

80.0

90.0

100.0

3,000,000

3,200,000

3,400,000

3,600,000

3,800,000

4,000,000

4,200,000

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

市税決算額

市税徴収率
決算額
（千円）

個人分 30.6%

法人分 5.9%
固定資産税 52.8%

軽自動車税 4.4%

市たばこ税 5.9% その他 0.4%

個人分 法人分 固定資産税 軽自動車税 市たばこ税 その他

令和２年度市税の構成比

市税決算額と徴収率の推移
徴収率
（％）

決算額
（千円）

令和６年度市税の構成比

市税決算額と徴収率の推移
徴収率
（％）

《市税》 個人市民税の減により 3７億７２０万円 
個人市民税は、定額減税等の影響により前年度比１億３，０２２万円減額したものの、法人市民税

が全国的な需要の回復傾向などにより前年度比９８８万円増額となりました。 

また、固定資産税は、土地、家屋の評価替えに伴う減収などにより５，３７８万円減額し、市たば

こ税が６０４万円の減額となり、税収全体では前年度比１億７，９５５万円（▲４．８％）減の３７

億７２０万円となりました。 
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（３）地方交付税について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（４）臨時財政対策債について 

 

 

 

 

 

 

地方交付税の前年度対比 (単位：千円、％)

470,659▲ 0.7

12.1 1,954,136 ▲ 10.2 236,775

14,344,8903.3

特 別 交 付 税 2,190,911

令和５年度
決算額　　Ｂ

1.0 233,884

対前年度

差　　引
Ａ-Ｂ

地方交付税項目

14,815,549

令和６年度
決算額　　Ａ

合　　　　計

対前年度

普 通 交 付 税 12,624,638 1.9 12,390,754

8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

16,000,000

18,000,000

（単位：千円） 14,165,385 1,848,198

地方交付税の推移

11,701,495 12,459,939 12,263,764 12,390,754 
12,624,638 

1,950,109
2,146,402 2,175,111 1,954,136

2,190,911

8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

16,000,000

18,000,000

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

（単位：千円） 普通交付税 特別交付税

地方交付税の推移

臨時財政対策債の前年度対比 (単位：千円、％)

20年度

21年度

令和６年度
決算額　　Ａ

令和５年度
決算額　　Ｂ

差　　引
Ａ-Ｂ対前年度 対前年度

▲ 54.6 ▲ 41,943臨 時 財 政 対 策 債 37,166 ▲ 53.0 79,109

999,479 

739,120 732,801 712,821 
524,192 

0

400,000

800,000

1,200,000

1,600,000

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

（単位：千円）
臨時財政対策債の推移

531,851 477,720 

174,252 
79,109 37,166 

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

（単位：千円）
臨時財政対策債の推移

《地方交付税》 特別交付税の増により１４８億１，５５５万円 
普通交付税は、新焼却施設整備事業や西城保育所改築等に係る過疎対策事業債の元金償還開始な

ど、公債費の算入額が増加したことに加え、国の補正予算に伴う臨時経済対策費や給与改定費など

の追加交付２億５，７３１万円などにより、前年度比２億３，３８８万円増の１２６億２，４６４

万円となりました。 

また、特別交付税は、除雪事業に係る交付額の増加などにより前年度比２億３，６７８万円増の

２１億９，０９１万円となり、地方交付税全体では前年度比４億７，０６６万円（３．３％）増の 

１４８億１，５５５万円となりました。 

《臨時財政対策債》 前年度から減額 ３，７１７万円 

臨時財政対策債は、前年度比４，１９４万円（▲５３．０％）減の３，７１７万円の発行となり

ました。 

 



 

７ 

令和６年度の一般会計歳出決算額は、３３１億９，９７９万円（対前年度１．６％）となりま

した。主な歳出の増減は以下のとおりです。 

 

（１）歳出決算額（款別） 

① 議 会 費 ： 議会運営事業５，０１８万円（３，３４８万円増）などにより、前年度比３，０２４  

万円（１５．１％）増の２億３，０９７万円。 

② 総 務 費 ： 庁舎管理事業２億９３８万円（８，７５１万円減）などがあったが、行政情報処理

事業２億８，１７６万円（１億１，５７０万円増）、財産管理事業２億 252 万円

（７，２４３万円増）などにより、前年度比２億６，１０３万円（７．６％）増の

３６億９，３８０万円。 

③ 民 生 費 ： ふれあいセンター管理運営事業２，５０５万円（４，２８４万円減）、子育て世帯生

活支援特別給付金事業３，７４２万円の皆減などがあったが、子育て支援施設整備

事業２億５，５９０万円（２億１，４１７万円増）などにより、前年度比１億３，

６４４万円（１．７％）増の８１億２，０３２万円。 

④ 衛 生 費 ： 浄化槽整備事業特別会計繰出金８，１１２万円の皆減などがあったが、東城ストック

ヤード施設整備事業１億８，５３８万円（1億７，１９９万円増）や感染症予防事業

１億８，７９０万円（１億１，２７５万円増）などにより、前年度比３億８，３１７万

円（１４．９％）増の２９億５，２９４万円。 

 

⑤ 労 働 費 ： 中国労働金庫預託金６，８００万円、庄原地区メーデー開催費等補助金９万円の

６，８０９万円。 

⑥ 農林水産業費： 農業集落排水事業特別会計繰出金２億６，７３９万円の皆減や基盤整備促進事業１

億７，３９９万円（１億３，３５８万円減）などにより、前年度比４億７，４２８

万円（▲１８．６％）減の２0億６，８９０万円。 

⑦ 商 工 費 ： 商工振興事業５，０７４万円（１億４，６００万円減）、キャッシュレス決済推進事業

７９７万円（１億２，５１５万円減）などにより、前年度比３億３，２０８万円（▲

３４．２％）減の６億３，８８３万円。 

⑧ 土 木 費 ： 除雪事業７億２，３４０万円（３億７，３６５万円増）、下水道事業７億９，９８４

万円（３億４，２８３万円増）などにより、前年度比１１億３，７４０万円（３８．６％）

増の４０億８，４７４万円。 

⑨ 消 防 費 ： 消防組合事業９億４，６９０万円（８，５７９万円増）などにより、前年度比５，９４４

万円（５．１％）増の１２億２，８０１万円。 

⑩ 教 育 費 ： 中学校施設整備事業８７２万円（５，８７３万円減）などがあったが、小学校施設整

備事業４億８，６２５万円（４億１６４万円増）などにより、前年度比２億７，６４１

万円（１２．９％）増の２４億２，０７０万円。 

⑪ 災害復旧費 ： 過年農業用施設災害復旧事業４億８，３０４万円（５億９，５２６万円減）、過年公

共災害復旧事業１３億１，２６７万円（３億９，３４４万円減）などにより、前年

度比１４億５，１３２万円（▲４０．１％）減の２１億６，８３２万円。 

⑫ 公 債 費 ： 前年度比３，８６５万円（０．９％）増の４５億７９９万円。 

⑬ 諸 支 出 金 ： 地域振興基金の積み立て３億５，７２０万円の皆増などにより、前年度比４億

５，７５２万円（８１．９％）増の１０億１，６２０万円。 

３．歳出決算の概要 
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歳出決算額（款別）の前年度対比 (単位：千円、％)

令和６年度 令和５年度 差　　引
決算額　　Ａ 対前年度 決算額　　Ｂ 対前年度 Ａ-Ｂ

議 会 費 230,973 15.1 200,737 2.0 30,236

総 務 費 3,693,796 7.6 3,432,764 ▲ 16.2 261,032

民 生 費 8,120,321 1.7 7,983,880 2.0 136,441

衛 生 費 2,952,936 14.9 2,569,769 ▲ 1.7 383,167

労 働 費 68,090 0.0 68,090 0.1 0

農 林 水 産 業 費 2,068,897 ▲ 18.6 2,543,179 5.7 ▲ 474,282

商 工 費 638,826 ▲ 34.2 970,903 ▲ 22.6 ▲ 332,077

土 木 費 4,084,735 38.6 2,947,340 ▲ 1.1 1,137,395

消 防 費 1,228,010 5.1 1,168,574 10.6 59,436

教 育 費 2,420,696 12.9 2,144,289 ▲ 29.9 276,407

災 害 復 旧 費 2,168,319 ▲ 40.1 3,619,636 30.3 ▲ 1,451,317

公 債 費 4,507,987 0.9 4,469,339 ▲ 0.6 38,648

諸 支 出 金 1,016,203 81.9 558,684 10.9 457,519

合　　　　計 33,199,789 1.6 32,677,184 ▲ 2.0 522,605

歳　出　項　目

議会費

0.7%
総務費

11.1%

民生費

24.5%

衛生費

8.9%

労働費

0.2%農林水産業費

6.2%

商工費

1.9%

土木費

12.3%

消防費

3.7%

教育費

7.3%

災害復旧費

6.5%

公債費

13.6%

諸支出金

3.1%

議会費 総務費 民生費 衛生費 労働費

農林水産業費 商工費 土木費 消防費 教育費

災害復旧費 公債費 諸支出金

令和６年度歳出決算額（款別）の構成比
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（２）歳出決算額（性質別） 
 

① 人 件 費 ： 給与改定などにより、前年度比１億３，９３９万円（３．５％）増の４１億

７，７９８万円。 

② 物 件 費 ： 基幹業務システムの統一・標準化に伴う行政情報処理事業２億６，８７０万

円（１億１，１８３万円増）などがあったが、道路維持、除雪に係る委託費

等を物件費から維持補修費に計上したことなどにより、前年度比２，９３０

万円（▲０．７％）減の４３億１，１１５万円。 

③ 維持補修費 ： 道路維持、除雪に係る委託費等を物件費から維持補修費に計上したことによ

る除雪事業６億７，８０５万円の皆増などにより、前年度比６億９，０３２

万円（７２０．０％）増の７億８，６１９万円。 

④ 扶 助 費 ： 電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付事業４億７，５１９万円（

３，８３１万円減）、子育て世帯生活支援特別給付金事業３，４８０万円の皆

減などにより、前年度比５，４３５万円（▲１．２％）減の４３億２，１４８

万円。 

⑤ 補 助 費 等 ： 庄原市エネルギー高騰対策事業者支援金の終了により商工振興事業５，０６９

万円（１億４，４６７万円減）などがあったが、農業集落排水事業特別会計

及び浄化槽整備事業特別会計を下水道事業会計と統合したことに伴う下水道

事業７億９，９８４万円（３億４，２８３万円増）などにより、前年度比２億

９，８３５万円（６．２％）増の５１億４，５４０万円。 

⑥ 普通建設事業費 ： 基盤整備促進事業１億７，１３２万円（１億３，５００万円減）などがあっ

たが、小学校施設整備事業４億８，６２５万円（４億１６４万円増）、子育て

支援施設整備事業２億５，５９０万円（２億３，０２２万円増）などによ

り、前年度比7億３，５５１万円（２０．３％）増の４３億６，２９７万円。 

⑦ 災害復旧事業費 ： 過年農業用施設災害復旧事業４億８，３０４万円（５億９，５２６万円

減）、過年公共災害復旧事業１３億１，２６７万円（３億９，３４４万円

減）などにより、前年度比１４億３，９１５万円（▲３９．８％）減の２１

億８，０５２万円。 

⑧ 公 債 費 ： 前年度比３，８６８万円（０．９％）増の４５億７９９万円。 
 

⑨ 積 立 金 ： 地域振興基金への積み立て３億５，７２０万円の皆増により、前年度比４億

５，７５２万円（８１．９％）増の１０億１，６２０万円。 

⑩ 貸 付 金 ： 医療従事者育成奨学金貸付事業９７４万円（４５５万円減）などにより、前

年度比２０８万円（▲１．７％）減の１億１，８２１万円。 

⑪ 繰 出 金 ： 下水道事業会計への統合に伴う農業集落排水事業特別会計繰出金２億

６，７３９万円の皆減、浄化槽整備事業特別会計繰出金８，１１２万円の皆

減などにより、前年度比 4 億８２０万円（▲１６．０％）減の２１億

４，４７９万円。 
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歳出決算額（性質別）の前年度対比 (単位：千円、％)

令和６年度 令和５年度 差　　引
決算額　　Ａ 対前年度 決算額　　B 対前年度 Ａ-Ｂ

人 件 費 4,177,983 3.5 4,038,591 3.5 139,392

物 件 費 4,311,146 ▲ 0.7 4,340,444 ▲ 5.8 ▲ 29,298

維 持 補 修 費 786,194 720.0 95,873 16.6 690,321

扶 助 費 4,321,480 ▲ 1.2 4,375,825 6.0 ▲ 54,345

補 助 費 等 5,145,401 6.2 4,847,054 ▲ 5.5 298,347

普 通 建 設 事 業 費 4,362,973 20.3 3,627,466 ▲ 28.8 735,507

災 害 復 旧 事 業 費 2,180,524 ▲ 39.8 3,619,672 30.2 ▲ 1,439,148

公 債 費 4,507,987 0.9 4,469,306 ▲ 0.6 38,681

積 立 金 1,016,203 81.9 558,680 10.9 457,523

投 資 及 び 出 資 金 126,900 309.4 31,000 皆増 95,900

貸 付 金 118,212 ▲ 1.7 120,289 ▲ 7.8 ▲ 2,077

繰 出 金 2,144,786 ▲ 16.0 2,552,984 2.9 ▲ 408,198

合　　　　計 33,199,789 1.6 32,677,184 ▲ 2.0 522,605

※令和６年度から、道路維持、除雪に係る委託費等を物件費から維持補修費に計上。

歳　出　項　目

人件費

12.6%
物件費

13.0%

維持補修費

2.4%

扶助費

13.0%
補助費等

15.5%

普通建設事業費

13.1%

災害復旧事業費

6.6%

公債費

13.6%

積立金

3.1%

投資及び出資金

0.4%

貸付金

0.3% 繰出金

6.4%

人件費 物件費 維持補修費 扶助費

補助費等 普通建設事業費 災害復旧事業費 公債費

積立金 投資及び出資金 貸付金 繰出金

令和６年度歳出決算額（性質別）の構成比
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 令和７年１月１日現在 住民基本台帳人口：３１，１９８人 

 令和６年１月１日現在 住民基本台帳人口：３２，００５人 

 

 

 

 

 

◆市民一人あたりの歳入決算額

決算額（千円） 一人あたり（円） 決算額（千円） 一人あたり（円） 増減額（円） 増減率（％）

3,707,198 118,828 3,886,744 121,442 ▲ 2,614 ▲ 2.2

618,361 19,821 565,402 17,666 2,155 12.2

1,143,877 36,665 1,049,653 32,797 3,868 11.8

149,471 4,791 25,731 804 3,987 495.9

14,815,549 474,888 14,344,890 448,208 26,680 6.0

4,212,282 135,018 4,573,149 142,889 ▲ 7,871 ▲ 5.5

2,804,264 89,886 3,973,535 124,154 ▲ 34,268 ▲ 27.6

42,590 1,365 52,885 1,652 ▲ 287 ▲ 17.4

976,980 31,315 633,619 19,798 11,517 58.2

448,839 14,387 437,233 13,661 726 5.3

3,869,466 124,029 2,641,909 82,547 41,482 50.3

998,780 32,014 1,097,188 34,282 ▲ 2,268 ▲ 6.6

33,787,657 1,083,007 33,281,938 1,039,898 43,109 4.1

◆市民一人あたりの市税決算額

決算額（千円） 一人あたり（円） 決算額（千円） 一人あたり（円） 増減額（円） 増減率（％）

1,353,586 43,387 1,473,927 46,053 ▲ 2,666 ▲ 5.8

個 人 分 1,136,031 36,414 1,266,253 39,564 ▲ 3,150 ▲ 8.0

法 人 分 217,555 6,973 207,674 6,489 484 7.5

1,957,408 62,741 2,011,185 62,840 ▲ 99 ▲ 0.2

163,413 5,238 162,724 5,084 154 3.0

219,115 7,023 225,154 7,035 ▲ 12 ▲ 0.2

400 13 390 12 1 8.3

13,276 426 13,364 418 8 1.9

3,707,198 118,828 3,886,744 121,442 ▲ 2,614 ▲ 2.2

令和６年度 令和５年度 一人あたり前年度対比

令和６年度 一人あたり前年度対比令和５年度

市 税

歳　入　項　目

合　　　　計

そ の 他

市 債

諸 収 入

繰 入 金

財 産 収 入

県 支 出 金

国 庫 支 出 金

地 方 交 付 税

地 方 特 例 交 付 金

各 種 交 付 金

地 方 譲 与 税

固 定 資 産 税

市 民 税

市　税　項　目

合　　　　計

入 湯 税

鉱 産 税

市 た ば こ 税

軽 自 動 車 税

４．市民一人あたりでみる決算 
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◆市民一人あたりの歳出決算額（款別）

決算額（千円） 一人あたり（円） 決算額（千円） 一人あたり（円） 増減額（円） 増減率（％）

議 会 費 230,973 7,403 200,737 6,272 1,131 18.0

総 務 費 3,693,796 118,398 3,432,764 107,257 11,141 10.4

民 生 費 8,120,321 260,283 7,983,880 249,457 10,826 4.3

衛 生 費 2,952,936 94,651 2,569,769 80,293 14,358 17.9

労 働 費 68,090 2,183 68,090 2,127 56 2.6

農 林 水 産 業 費 2,068,897 66,315 2,543,179 79,462 ▲ 13,147 ▲ 16.5

商 工 費 638,826 20,477 970,903 30,336 ▲ 9,859 ▲ 32.5

土 木 費 4,084,735 130,929 2,947,340 92,090 38,839 42.2

消 防 費 1,228,010 39,362 1,168,574 36,512 2,850 7.8

教 育 費 2,420,696 77,591 2,144,289 66,999 10,592 15.8

災 害 復 旧 費 2,168,319 69,502 3,619,636 113,096 ▲ 43,594 ▲ 38.5

公 債 費 4,507,987 144,496 4,469,339 139,645 4,851 3.5

諸 支 出 金 1,016,203 32,573 558,684 17,456 15,117 86.6

合　　　　計 33,199,789 1,064,164 32,677,184 1,021,002 43,162 4.2

◆市民一人あたりの歳出決算額（性質別）

決算額（千円） 一人あたり（円） 決算額（千円） 一人あたり（円） 増減額（円） 増減率（％）

人 件 費 4,177,983 133,918 4,038,591 126,186 7,732 6.1

物 件 費 4,311,146 138,187 4,340,444 135,618 2,569 1.9

維 持 補 修 費 786,194 25,200 95,873 2,996 22,204 741.1

扶 助 費 4,321,480 138,518 4,375,825 136,723 1,795 1.3

補 助 費 等 5,145,401 164,927 4,847,054 151,447 13,480 8.9

普 通 建 設 事 業 費 4,362,973 139,848 3,627,466 113,341 26,507 23.4

災 害 復 旧 事 業 費 2,180,524 69,893 3,619,672 113,097 ▲ 43,204 ▲ 38.2

公 債 費 4,507,987 144,496 4,469,306 139,644 4,852 3.5

積 立 金 1,016,203 32,573 558,680 17,456 15,117 86.6

投 資 及 び 出 資 金 126,900 4,068 31,000 969 3,099 319.8

貸 付 金 118,212 3,789 120,289 3,758 31 0.8

繰 出 金 2,144,786 68,748 2,552,984 79,768 ▲ 11,020 ▲ 13.8

合　　　　計 33,199,789 1,064,164 32,677,184 1,021,002 43,162 4.2

歳　出　項　目
令和６年度 令和５年度 一人あたり前年度対比

歳　出　項　目
令和６年度 令和５年度 一人あたり前年度対比

◆市民一人あたりの市債残高

残高（千円） 一人あたり(円) 残高（千円） 一人あたり(円) 増減額（円） 増減率（％）

一 般 会 計 34,844,844 1,116,894 35,370,554 1,105,157 11,737 1.1

会　　　　計
令和６年度末 令和５年度末 一人あたり前年度対比
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参　考　資　料

（単位：千円）

国費 県費 一般財源

499,539 499,539 0 0

39,126 34,750 4,373 3

55,296 55,296 0 0

8,634 8,629 0 5

10,069 7,151 0 2,918

7,366 7,366 0 0

620,030 612,731 4,373 2,926合　　　　　計

低所得世帯臨時生活支援金事業

事業内容 事業総額

障害福祉・介護サービス事業所
運営法人等物価高騰対策支援金事業

学校給食費負担軽減支援金事業

タクシー事業者運行継続支援奨励金事業

飼料高騰対策支援金事業

子育て世帯支援臨時給付金事業

エネルギー価格・物価高騰等の影響に対する経済対策の実施状況

エネルギー価格・物価高騰などにより、市民生活や多くの事業者の経営環境に甚大な影響を及ぼし

ています。

こうした事態に対応するため、国の臨時交付金等を活用し、物価高騰等の影響を受ける世帯の生

活の支援や、事業者の経営支援等、多方面からの経済対策を実施しました。
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参　考　資　料

（単位：千円）

特定財源 一般財源

障害者福祉　（自立支援事業など） 1,234,617 910,845 323,772

高齢者福祉　（養護老人ホーム入所措置事業など） 349,396 56,878 292,518

児童福祉　（保育所管理運営事業など） 2,285,685 862,629 1,423,056

生活保護　（生活保護扶助事業など） 358,764 280,724 78,040

その他　（社会福祉協議会支援事業など） 150,482 3,976 146,506

国民健康保険事業

介護保険事業

後期高齢者医療事業

医療　（医療対策事業など） 906,919 242,620 664,299

感染症その他の疾病予防対策　（感染症予防事業など） 159,475 40,450 119,025

健康増進対策　（健康診査事業など） 133,960 5,642 128,318

7,087,250 2,804,922 4,282,328

※上記の事業費は、事務費や事務職員の人件費等を除いています。

社
会
福
祉

保
健
衛
生

社
会
保
険

区　　　　　分 事業費
財　源　内　訳

合　　　　　計

1,507,952 401,158 1,106,794

地方消費税交付金の増収分の使途

平成26年４月１日及び令和元年10月１日の消費税率の引き上げに伴う地方消費税交付金の増収分につ

いては、その使途を明確化し、「年金、医療、介護及び少子化対策、その他の社会保障施策に要する経

費」に充てることとされています。

令和６年度分は、次のとおり、社会保障関係経費に要する一般財源の一部として活用しました。

令和６年度 地方消費税交付金（社会保障財源化分） 486,572千円

参考 …地方消費税交付金総額 885,886千円
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参　考　資　料

（単位：千円）

うち
森林環境整備基金

その他の財源

林業振興事業 林業振興に関する業務 1,644 1,644 0

森林経営管理事業
森林経営管理制度の運用に向けた森林現況把握

等調査業務 33,923 33,922 1

森林体験交流施設管理運営

事業
森林体験施設の管理運営に関する業務 4,889 4,886 3

循環型林業推進事業 循環型林業の推進 16,707 16,706 1

子育て支援施設整備事業 板橋小学校放課後児童クラブ建設工事 242,295 30,205 212,090

危険木伐採事業 市道における危険木の伐採 15,150 15,150 0

314,608 102,513 212,095合　　　　　計

主な事業内容事業名 事業総額

森林環境譲与税の使途

令和元年度に新設された森林環境譲与税は、間伐や人材育成・担い手の確保、木材利用の促進や普

及啓発等の「森林整備及びその促進に関する費用」に充てることとされています。

令和６年度においては、森林環境譲与税198,526千円及び定期預金利子40千円を全額森林環境整

備基金へ積み立てた後、基金から102,513千円を取り崩し、次の事業の財源として活用しました。

交付額

198,526

a b c ｄ=a+b-c

Ｒ５年度末残高 Ｒ６積立額 Ｒ６取崩額 Ｒ６年度末残高

242,262 198,566 102,513 338,315

※年度末残高には出納整理期間の増減を含みます。

森林環境譲与税

森林環境整備基金
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≪特別会計≫

特別会計決算の概要（令和６年度）

≪公営企業会計≫

公営企業会計決算の概要（令和６年度損益計算書）（単位：千円）

※令和６年度から農業集落排水事業特別会計及び浄化槽整備事業特別会計を下水道事業会計と統合しています。

≪比和財産区特別会計≫

比和財産区特別会計決算の概要（令和６年度）

1,343,049 1,340,318

754,510

6,231,916

55,01555,016

下水道事業

440,439

2,758

歯 科 診 療 所 特 別 会 計 29,027 29,027

62,471

256

16,605

0

0

0

0 368

0

会　計　名
歳入決算額

Ａ
歳出決算額

Ｂ

特 別 損 失 0

営 ( 医 ) 業 利 益 （ 損 失 ( ▲ ) ）

(1,708)

営 ( 医 ) 業 外 収 益

( う ち 企 業 債 支 払
利 息 及 び 取 扱 諸 費 )

営 ( 医 ) 業 外 費 用

経 常 利 益 （ 経 常 損 失 ( ▲ ) ）

0

休 日 診 療 セ ン タ ー 特 別 会 計 12,627 12,627

62,839

3,539,549国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 3,556,154

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計
（ 直 診 勘 定 ）

住 宅 資 金 特 別 会 計 3,014

区　　　　分 病院事業

営 ( 医 ) 業 収 益 1,223,286

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 756,091

152

6,393,198

宅 地 造 成 事 業 特 別 会 計 152

（単位：千円）

100

10,688,025

1

1,5810

0

0

形式収支
Ｃ＝Ａ－Ｂ

実質収支
Ｅ＝Ｃ－Ｄ

180,093

161,282

225,851

▲ 119,763

1,509,044

▲ 899,879

営 ( 医 ) 業 費 用

介 護 保 険 特 別 会 計

合　　　　計 10,868,118

繰越財源
Ｄ

0

0

0

256

0

16,605

368

0

0161,282

1,581

180,093

1

00

介 護 保 険 サ ー ビ ス 事 業 特 別 会 計

特 別 利 益 395

37,434

(185,424) (727,578)

500,012

(103,326)

109,153

68,654

(うち一般会計等繰入金)

比 和 財 産 区 特 別 会 計 0

（単位：千円）
歳入決算額 歳出決算額 形式収支 繰越財源

Ｄ
実質収支

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｅ＝Ｃ－Ｄ

当 年 度 純 利益 （純 損失 (▲ )） 68,654 494,206

1002,4012,501

6,201

参 考 資 料 
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各基金残高（令和６年度末） （単位：千円）
５年度末残高 ６年度末残高 ６年度中の異動

(R6.3.31) (R7.3.31)

A B C＝B-A

4,878,690 4,929,183 50,493 4,529,183

72,334 127,727 55,393 127,727

7,510 7,510 0 7,510

2,291 2,294 3 2,294

2,698 2,611 ▲ 87 2,515

387 349 ▲ 38 349

2,255,516 2,178,658 ▲ 76,858 2,535,858

6,399 4,650 ▲ 1,749 37,534

5,481 6,167 686 6,167

309,831 319,958 10,127 288,331

331,219 242,302 ▲ 88,917 338,315

5,815 10,202 4,387 10,202

415,850 375,958 ▲ 39,892 316,354

0 0 0 0

482,139 590,605 108,466 617,385

60,946.92㎡ 60,946.92㎡ 0.00㎡ 60,946.92㎡

167,128 167,128 0 167,128

現 金 119,553 119,553 0 119,553

85,702 83,632 ▲ 2,070 83,632

60,946.92㎡ 60,946.92㎡ 0.00㎡ 60,946.92㎡

167,128 167,128 0 167,128

現金（ ※ ） 8,981,415 9,001,359 19,944 9,022,909

　※現金には有価証券を含む。

土 地 開 発 基 金

土 地

比 和 財 産 区 基 金

基 金 残 高 合 計

土 地

森 林 環 境 整 備 基 金

企 業 版 ふ る さ と 納 税 基 金

国 民 健 康 保 険 財 政 調 整 基 金

国 民 健 康 保 険 総 領 診 療 所 基 金

介 護 給 付 費 準 備 基 金

過 疎 地 域 持 続 的 発 展 基 金

基　　金　　名
【参考】令和７年
5月31日現在残高

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

ふ る さ と ・ 水 と 土 の 保 全 基 金

大 富 山 城 築 城 450 年 記 念 基 金

上 野 公 園 及 び 胸 像 管 理 基 金

妹 尾 基 金

地 域 振 興 基 金

ふ る さ と 応 援 寄 附 基 金

学 校 施 設 整 備 基 金

参 考 資 料 
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◆令和６年度　性質別・目的別決算額(普通会計） （単位：千円）

歳　出　項　目 議 会 費 総 務 費 民 生 費 衛 生 費 労 働 費
農 林 水
産 業 費

商 工 費 土 木 費

人 件 費 183,436 1,548,222 805,935 344,001 277,938 122,557 274,540

物 件 費 10,822 1,262,963 400,849 1,056,603 127,970 188,011 168,602

維 持 補 修 費 5,947 5,269 8,884 4,741 3,267 741,829

扶 助 費 4,279,652 3,976

補 助 費 等 2,632 670,341 316,731 956,949 90 1,386,552 182,669 488,788

普 通 建 設 事 業 費 34,359 103,816 264,290 690,361 446,779 115,485 2,066,300

災 害 復 旧 事 業 費

公 債 費

積 立 金 816,948 198,566 3

投 資 及 び 出 資 金 126,900

貸 付 金 6,000 9,740 68,000 28,028

繰 出 金 2,130,558 152

合 計 231,249 4,414,237 8,203,284 3,197,414 68,090 2,442,546 640,020 3,740,211

（単位：千円）

歳　出　項　目 消 防 費 教 育 費
災     害
復 旧 費

公 債 費 合    計

人 件 費 100,684 520,700 4,178,013

物 件 費 33,821 1,090,164 4,339,805

維 持 補 修 費 489 15,768 786,194

扶 助 費 37,852 4,321,480

補 助 費 等 1,012,526 128,507 5,145,785

普 通 建 設 事 業 費 81,548 569,374 4,372,312

災 害 復 旧 事 業 費 2,180,524 2,180,524

公 債 費 4,507,987 4,507,987

積 立 金 686 1,016,203

投 資 及 び 出 資 金 126,900

貸 付 金 6,444 118,212

繰 出 金 2,130,710

合 計 1,229,068 2,369,495 2,180,524 4,507,987 33,224,125

参 考 資 料 


